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若き行政官、研究者の皆さんへ。
【赤池】SciREXセンターには現役の行政官が参加し政策と研
究をつなぐ「政策リエゾン ［1］」という制度があります。これを
作った目的は、現実的なプロジェクトと担当者をつなぐとい
う面もありますが、自分のポストを少し離れて関心のあると
ころを掘り下げ、政策を扱う者として素養を深めるための機
会をつくることです。若い行政担当者だと所掌事務の範囲は
とても狭く、仕事を離れると何の権限も知見もありません。
だから、自分のポストを離れて、「基礎研究をどう考えるか」
などの問題を俯瞰的に見て、その解決を考えるための機会に
してほしいですね。人によっては、原子力の問題をどう考え
るかとか、産学連携とか、財政の問題とか、様々な問題を少
し広い視座から見て考える機会が、とても必要だと思うんで
すよ。

【赤池】やはり現場はとても大事ですね。伊藤さんは研究の現
場に出たことはありますか？

【伊藤】実は1度もないんです。ずっと文科省にいるので、大
学や研究開発法人などに出向して、研究者の皆さんと一緒に
研究を支えるような活動をしてみたいと考えていました。文
科省にいて色々な事業を企画するのに、先生方のお話を伺う
だけでは、毎日の研究はどんな様子で、どんな時にどのよう
なサポートが必要か、長期的にどのような事業が必要か、な
かなか理解し切れていないと感じているものですから。

【小林】そのあたりはぜひ、お願いしたいですね。

【赤池】私も3年間、一橋大学で教員として働きましたが、カ
ルチャーショックがありました。一方で、大学の仕組みが分
かり、とても勉強になりました。一概にいいとも悪いとも、
言えないところもありますが、研究者から見ると、役所も相
当変わった世界だと思うことがありますね。

【伊藤】互いに歩み寄りが大切なのですね。

【赤池】最後に今、日本の研究者が、自由な発想で研究してい
くに当たって、一番大事だと思われることは何でしょうか？

【小林】ひとえに「科学をやろう」、「研究をやろう」という強

左から伊藤有佳子さん、赤池伸一さん、小林誠さん
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い気持ちです。世の中の役に立ちたいと思ってやる人、好奇
心からやる人、様々な方向性の人がいて良いと思います。そ
のうえで、各研究者が自分のやりたいと思うところを追求す
ればいいのであって、あまり周りに気を使う必要はないと思
います。

【赤池】個人は個人の知的好奇心を追求することが大事だと。

【小林】それが原動力なら、そこを最大限に発揮することです
ね。研究者が一人ひとり自分の能力を最大に発揮すれば、そ
れは全体として大きな力となります。そのためには、静かに
集中できる研究環境が一番求められているんじゃないでしょ
うか。昔に比べて、大学は資金確保などのための雑用に振り
回されていて、優れた研究者が研究に集中する環境というの
が失われている気がするので。

【赤池】物理的にも環境的にも静かなスペースが無いと大き
なビジョンは生まれないということですね。

【小林】はい、個人のオリジナリティを追求していくことが、
結果的には多様性につながります。そのための研究環境が整
えられることを望んでいます。

［1］ SciREX センターでは、関係府省の現役行政官等をメンバーとする

政策リエゾンネットワークを設置しています。政策リエゾンは、

SciREX センターや拠点大学の研究活動と実際の政策形成・実施の

現場のつなぎ役・先導役を担います。

高エネルギー加速器研究機構の特別栄誉教授
「政策のための科学」アドバイザリー委員

小林 誠（こばやし まこと）
名古屋大学大学院理学研究科博士課程修了。日本を代表する理論物理学
者。世界中で研究が進められる素粒子物理学の基礎を成した「小林・益
川理論」が高く評価され、2008年にノーベル物理学賞を受賞。

司会・進行
科学技術・学術政策研究所（NISTEP）
科学技術予測センター長

赤池 伸一（あかいけ しんいち）

文部科学省　研究振興局 基礎研究振興課
基礎研究推進室 専門職

伊藤 有佳子（いとう ゆかこ）

科学者にも行政官にも、今求めたいのは、その多様性

科学者は時代とどう向き合うのかvol.3
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医薬評価分野における科学的助言と行政判断
医薬品や医療機器等は国民の健康、生命に直接かかわる資

源であり、有効かつ安全で品質も安定していなくてはなりま
せん。これらの条件を満たすため、医薬品等の製造販売には
事前に厚生労働大臣の承認を得ることが義務付けられていま
す。また、市販後も有効性、安全性及び品質に関する情報を
収集し、必要な対策を講じていくことが求められます。独立
行政法人医薬品医療機器総合機構（Pharmaceuticals and 
Medical Devices Agency : PMDA) は、文字通り医薬品や
医療機器についての科学的助言を行う組織であり、厚生労働
大臣は PMDAの助言を踏まえて承認の可否や必要な安全対
策を判断しています。

PMDAは申請企業から提出される毒性試験、薬理試験、性
能試験、品質試験といったデータを評価し、その結果を審査
報告書にまとめ厚生労働大臣に提出します。厚生労働大臣は
審査報告書をもとに薬事・食品衛生審議会の意見を聞き、承
認を与えるか否かの判断を行っています。市販後も副作用や
不具合の情報を評価し、厚生労働省が新たな安全対策を講じ
る際には PMDAの調査結果をもとに関係企業へ対策実施を
指示します。

PMDAによる科学的助言は、医薬品等のリスクとベネ
フィット両面を評価したうえでバランスを見極めて行われま

す。例えば、重い副作用が生じることが分かっていても、が
んなどの命に係わる重篤な疾患に効果がある場合には、承認
が妥当との科学的助言を行うこともあります。

レギュラトリーサイエンスに基づく科学的助言と科学委員会
PMDAの科学的助言はレギュラトリーサイエンスの基礎
の上で行われています。第4次科学技術基本計画（平成23年
8月19日閣議決定）ではレギュラトリ－サイエンスを、「科
学技術の成果を人と社会に役立てることを目的に、根拠に基
づく的確な予測・評価・判断を行い、科学技術の成果を人と
社会との調和の上で最も望ましい姿に調整するための科学」
と定義しています。「規制」の科学であると受け取られがちで
すが、その実「調整」の科学です。医薬評価の場面では、科
学技術の成果である医薬品や医療機器等を必要としている患
者さんに、リスクをできる限り小さくして届けられるように
することであり、そのための試験・評価方法・評価基準の策
定、リスク最小化のための仕組み作り、すべてがレギュラト
リーサイエンスです。

PMDAはレギュラトリーサイエンスを積極的に推進し、革
新的医療技術を必要とする患者に迅速に届けるため、医学、
歯学、薬学、工学などの外部専門家を構成員とする科学委員
会を設置しています。科学委員会では先端科学技術の現状や
その評価のための考え方の議論が行われています。例えば、
平成24年から平成26年にかけての第一期では、iPS細胞等
の細胞組織加工製品ががん化する可能性をどう評価するの
か、考え方のとりまとめを行いました。

平成 30年３月までは第三期の委員会が組織されており、
人工知能(ＡＩ)をテーマの一つとしています。ＡＩを活用し
た新技術の医療関連分野の研究開発が急速に進められている
ことを受け、ＡＩを用いた医療機器の審査や相談には従来技
術に加えてどのような新しい観点が重要なのか、「ＡＩとし
ての新要素」をＡＩ専門家や医療情報の専門家が検討してい
ます。

医薬評価分野における新たな取組み
また、PMDAはレギュラトリーサイエンスの一貫として、
電子カルテなどの電子的診療情報を安全対策等へ活用してい
くために新たな取組みを進めています。MIHARI (Medical 

独立法人医薬品医療機器総合機構組織運営マネジメント役

俵木 登美子（たわらぎ とみこ）
東京大学薬学部薬学科卒業。厚生省（当時）に入省し、医療機器審査管
理室長、基準審査課長、安全対策課長を歴任。2013年7月から独立行政
法人医薬品医療機器総合機構(PMDA)に出向。2015年6月から現職。

医薬評価分野の科学的助言

シリーズ科学的助言Vol.4
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Information for Risk Assessment Initiative) というプロ
ジェクトでは、電子カルテやレセプト情報といった電子化さ
れた医療情報を用いた薬剤疫学的な解析と並行して分析手法
の高度化を図り、医薬品のリスク・ベネフィット評価や、安
全対策への活用促進を目指しています。さらに、MIHARI で
利活用する医療情報データベースのひとつとして、10拠点
23病院 の電子的診療情報をほぼリアルタイムに利活用でき
る分散型データベースネットワークMID-NET Ⓡを構築して
います。MID-NET Ⓡは参加医療機関の電子カルテ、レセプ
ト、DPCのコード化された情報を標準化してデータベース化
したもので、病名、処方薬、検査といった情報に加え、治療
の成果である臨床検査値データも利用できることが最大の特
徴です。このネットワークは平成 30年度に本格稼働する予
定です。

レギュラトリーサイエンスセンターの設置
医薬評価分野におけるレギュラトリーサイエンスの重要性

から、PMDAは平成30年度に「レギュラトリーサイエンス
センター」を設置する予定です。承認申請資料として提出さ
れる臨床試験に係る電子データに加え、MID-NET Ⓡから得
られる現実の電子的診療情報を積極的に活用し、「承認審査
及び安全対策の品質向上」と「科学的エビデンスに基づくガ
イドライン作り」を重点的に進めていきます。これにより、
日本で革新的な医薬品や医療機器等を研究開発する際に、初
期段階の相談から承認審査、安全対策まで一貫して科学的根
拠に基づいた予測や評価、判断、すなわち質の高い科学的助
言を提供することができると考えています。

医薬評価分野の科学的助言

シリーズ科学的助言Vol.4
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本講座では、科学技術イノベーション政策を考える
基礎として、重要テーマごとに、どのようなデータが
あるか、そのデータから何がいえるのか、どのような
限界があるのかについて、専門家が解説する。第6回
目は、「博士人材」の追跡調査データを取り上げる。

博士人材追跡調査

図1 博士課程追跡調査の対象と時期

博士人材は、知の創出をはじめ科学技術によるイノベー
ション活動の中核を担う人材として多様な場で活躍すること
が期待されている。

科学技術・学術政策研究所（以下、NISTEP）では、平成
26年(2014年)から「博士人材追跡調査」を実施し、博士課

程修了者のキャリアパス把握を試みている。博士課程への進
学前や在籍中の状況に加え、現在の就業や研究の状況等を対
象としている。
対象者は 2012年度に日本の大学院博士課程を修了した

「2012年コホート」と、2015年度に博士課程を修了した
「2015年コホート」である。2012年コホートは博士課程修
了後1年半後と3年半後の状況、2015年コホートは博士課
程修了後半年後の状況について調査を行った（図1）。我が国
では毎年15,000人ほどが博士課程を修了するが、どちらの
コホートも大学を通じた第 1回目の調査では 5,000 人程度
の回答を得ている。また、2012年コホートの第2回目の調
査では2,600人程度の回答を得ている。

2018年2月にNISTEPより「『博士人材追跡調査』第２次
報告書」が公表された。報告書では博士課程への進学動機、
博士課程での教育・研究経験、博士課程での経済的支援、学
位取得の状況、現在の就業状況、キャリア意識、研究の状況、
世帯状況、博士人材の地域間移動等についての分析結果が報
告されている。2012年コホートでは博士課程修了1年半後
から3年半後の変化が分かる追跡フェーズになっており、雇
用状況の変化等が明らかになっている。以下ではその一例と
して、博士号の取得率の変化に着目した分析を紹介したい。

博士号取得/未取得の決定要因分析
「博士課程進学から学位取得までに時間がかかり、就職も
不安で、結婚や出産などの家族計画がたてにくい。」、「社会

図2　博士号取得率の推移

＜2012年コホート＞

博士人材追跡調査

データの読み方講座06　－人材編
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人をしながらの就学は、年齢的なことと社会人であることか
ら、学費免除や奨学金などが受けられないこともあり、経済
的に厳しく辛かった。」

これは同報告書で掲載されている博士号取得に関する自由
記述の一部である。博士課程学生にとって最も重要な目標で
ある学位取得には、個々人によってさまざまなハードルがあ
ることがうかがえる。第5期科学技術基本計画では、博士課
程学生へのサポートは、優秀な学生、社会人を国内外から引
き付ける上で重要な政策課題と認識されている。支援を検討
するには、博士号の取得までにかかる平均的な年数や早期に
取得する者とそうではない者の特徴の違いなど、学位取得に
関する実態を理解することが不可欠であろう。

満期退学者を含んだ修了者の博士号取得率をみてみると、
2012年コホートでは博士課程修了時は72.2%、修了1年半
後は83.8%、修了3年半後にはさらに5.7ポイント増加して
89.5%となっている。つまり、博士課程修了者のおよそ3/4
は修了時に博士号を取得するものの、およそ1/4の修了者は
博士号を未取得のまま修了しており、取得時期にばらつきが
あるのが実態といえる。

それでは、どのような者が博士号を早期に取得し、どのよ
うな者が未取得のままなのであろうか。博士号取得 /未取得
を分ける大きな要因が専攻分野だろう。専攻分野別に博士号
取得率の経年変化を見ていくと、人文系、社会科学系は自然

図3 博士号取得率の推移（分野別, 2012年コホート） 表1 博士号取得の有無に関する推定結果（二項ロジットモデル ［2］）

データの読み方講座06　－人材編

博士人材追跡調査
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科学系と比べて博士号取得までに長い時間がかかっており、
専攻分野が重要な決定要因であることを示唆している。

このように博士号取得の有無と着目している要因との関係
を確認することで、どのような要因が博士号取得に対して影
響していそうか示唆を得ることができる。それでは専攻分野
が博士号取得に与える影響を踏まえたうえで、他にどういっ
た要因が関係しているのだろうか。これを明らかにするため
には、博士号の取得の有無を、個人属性、大学の特徴、本人の
進学動機といった要因に回帰する重回帰分析というアプロー
チをとる。

表1は2012年コホートの博士課程修了後1年半の時点に
実施された第1回調査と終了後3年半に実施された第2回調
査で得られたデータを用いて、どの要因がどの程度博士号取
得と関係しているか、推定結果をまとめたものである。以下
では表1の結果の一部について紹介する。 ［1］

まず性別と博士号取得との関係をみると、女性の係数は博
士課程修了1.5年後では負、博士課程修了3.5年後では正と

なっている。このことは、女性は男性に比べて博士課程修了
1.5 年後に博士号を取得している確率は低い傾向にあるが、
博士課程修了3.5年後には女性の方が博士号を取得している
確率が高い傾向があることを意味している。ただし、統計的
な有意性はなく、性別そのものが博士号取得において重要な
要因とはなっていない。

一方、国籍は博士号取得と統計的に有意な関係があること
がわかる。博士課程修了 1.5 年後では日本国籍の係数は負、
3.5 年後も負であるが統計的な有意性は消失している。この
ことは、博士課程修了1.5年後では外国籍者は日本国籍者よ
りも博士号を取得している確率が高い傾向があるが、博士課
程修了 3.5 年後にはその傾向は弱まることを意味している。
外国籍者の方が早期に博士号を取得する背景には、外国籍者
は奨学金を得て日本に留学している者が多く、一定期間内で
の学位取得に対する経済的インセンティブが強く働いている
可能性などが考えられる。

最後に博士課程進学の動機と博士号取得の関係についてみ
ていく。「研究すること自体に興味があった」、「フェローシッ

左から井上敦さん、小林淑恵さん
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プ等が得られた」、「大学教員や研究者になるために必須だっ
た」と回答した者は博士課程修了1.5年後の博士号の取得の
確率が高い傾向がみられ、「大学教員や研究者になるために
必須だった」と回答した者は博士課程修了3.5年後において
もその傾向が続いている。このことは、博士課程への進学動
機が博士号取得に対して重要な意味を持つことを示唆してい
る。

以上、推定結果の一部ではあるが博士号取得の決定要因分
析の結果について概観してきた。『博士人材追跡調査』第２次
報告書では2012年コホートの第2回目の調査結果が追加さ
れたことで、関心のある事象に対して関係している要因の経
年変化を確認できるようになっていることが特徴である。博
士人材が社会の様々な場でその能力を発揮していく上で追跡
調査が果たす役割は大きい。本稿が同調査の理解を深める一
助となれば幸いである。

参考文献
［1］  結果の詳細は、科学技術・学術政策研究所 (2018)「『博士人材追

跡調査』第２次報告書 NISTEP REPORT174 」参照。

［2］  あり／なしの二値で表される現象に対する解析する方法の一つ。

本稿では博士号を取得／未取得を明らかにしようとしている。推

定結果の読み方は、ある項目に関して推定値が正に有意であれ

ば、その項目に該当している場合、博士号を取得する確率が統計

的に有意に高いことを意味している。

政策研究大学院大学 科学技術イノベーション政策研究センター
（SciREXセンター）専門職

井上 敦（いのうえ あつし）
政策研究大学院大学修了、修士（公共政策）。大学卒業後、民間教育機関
にて学習指導に 5年間従事。民間シンクタンクでの勤務を経て、2014
年より現職。SciREX センターの研究プロジェクトの企画、運営や教育
データを用いた実証分析を担当。2016年度より科学技術・学術政策研
究所（NISTEP）の客員研究官として「博士人材追跡調査」の分析に参
加。アカデミアの知見を政策や実務とつなぎ、科学的知見をいかした実
効性のある政策や取組が実現されることを目指す。

科学技術・学術政策研究所（NISTEP） 上席研究官

小林 淑恵（こばやし よしえ）
2004年 慶應義塾大学大学院 経済学研究科 博士課程 単位取得退学。慶
應義塾大学 パネルデータ設計・解析センター 研究員、東洋英和女学院
大学 専任講師、独）国立高等専門学校機構 特命准教授を経て、2013年
から現職となり「博士人材追跡調査」を開始。
2008年 第11回日本人口学会優秀論文賞。2017年 NISTEP 所長賞。科
学技術人材、及び教育分野で、大規模な公的データの活用によるエビデ
ンスベースの政策提言を目指す。

データの読み方講座06　－人材編

博士人材追跡調査
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Ｑ　 まず松尾さんのご専門、ご関心事についてお伺いします。
主要な関心は、科学と政治が交錯する分野で生じる問題を

題材に、それを取り巻くアクター、プロセス、規制や制度設
計、ガバナンスを分析・検討をすることです。もともとは政
治学などをベースとした国際協力学がバックグラウンドでし
たが、様々なプロジェクトにおける研究活動を通じて、科学
と政治のギャップに起因する社会的紛争の解決のための基盤
となる、多様な分析枠組み・ツール・アプローチに取り組ん
できました。具体的には、リスクガバナンス、ナショナル・リ
スク・アセスメント、TA（テクノロジーアセスメント・技術
の社会的影響評価）、JFF（Joint Fact Finding、共同事実確
認）等、新規技術やそれに伴うリスクの取り扱いに関する学
際的な分析アプローチです。研究対象としては、食品安全分
野を主体としてきましたが、そこで得た知識と経験をベース
に、環境、公衆衛生、国際保健等にも研究分野を拡大してい
ます。研究対象が分野横断的であることから、自然科学系の
研究者との協働研究を通じて構築した多様な人的ネットワー
クをベースとして、研究、政策、社会還元の循環的な展開を
目指しています。

Ｑ　 リスクガバナンスなどの研究を通して、科学と政策の間
にはどういった課題があるのでしょうか？
これまでの研究を通じて得られた教訓は、社会的政策課題

には、「正しい」唯一解はなく、エビデンスも、取り得る対
応・政策オプションも、おかれた立場や所属する組織、ディ
シプリンによって様々だということです。そのため、その多
面性を網羅的かつ俯瞰的に把握したうえで、取りうる対応策
を検討して意思決定をすることが重要、ということです。例
えば、社会的論争ともなった食品中の放射性物質の問題で
は、低線量被ばくのリスクに関する科学的不確実性の問題に
ついて、科学がワンボイスであるかのごとく捉える社会の期
待と裏腹に、専門家（関連する自然科学と社会科学の専門家）
を集めたJFFを実施することで、科学的不確実性のとらえ方
は実はディシプリンによっても多様であること、そしてリス
ク管理オプションも多様でありうることを明らかにしました
（松尾・岸本・立川（2015））。

こうした研究は、科学や技術に関連する社会的問題の解決
の基盤を提供し、意思決定の質やアカウンタビリティの向上
に資すると思っています。ですが、科学と政治を巡る社会的

問題に対処するアプローチやツールは、JFF にしても TAに
しても、海外では既に制度化されているのに対し、日本では、
TAの重要性が第４期科学技術基本計画以降言及されている
ものの、依然としてアドホックに実施されているにすぎませ
ん。科学技術を社会に導入するうえで有用な様々なアプロー
チが実装化されるためには、その有用性を理解してもらえる
よう、地道な実践事例の蓄積や海外の画期的事例の分析、そ
して、体系化が必要なのだろうと考えています。

Ｑ　 松尾さんにとって、「政策のための科学」とは？今後取組
んでいきたいことについてお聞かせください。

SciREX 事業に取り組み始めてまだ 1年も経っていませ
んが、現在、東大の STIG（Science, Technology and 
Innovation Governance）で研究と教育に携わっておりま
す。研究面では、科学技術を社会導入する際に有用な分析枠
組みやアプローチを体系化するとともに、そうした枠組みや
アプローチの有用性について、事例研究を通じて検証してい
きたいと思っています。私自身は、「政策のための科学」は、
政策決定に役立つエビデンスを生み出すための手法やアプ
ローチ、それらを組み込んだ制度設計のあり方に関する研究
と考えています。このため、これまでの自分の研究の延長に
ある営みだと感じています。

SciREX事業全体では、現在、各大学が共通に活用できる、
科学技術イノベーション政策に関するテキスト、コアカリ
キュラムを協力して作成しています。その過程でも、そもそ
も科学技術イノベーション政策とは何か、エビデンスとは何
か、といった点について専門分野の異なる研究者が同じ言
葉を各々の定義や範囲で使っているケースもしばしば見られ
ることが分かりました。実際にそうした政策の企画立案に携
わる行政官との間でも同様な違いがあり、政策立案に資す
る研究には実務家との継続的な議論の重要性を感じました。
2017年は文科省の研修でこれまでの活動を踏まえた講義を
させていただく機会がありましたが、その準備の過程で現場
の行政官と研究者の間で率直な意見交換をしたりしただけで
も、様々なギャップが認識され、大きな刺激となりました。

一方教育面では、東大の STIG において科学技術イノベー
ション政策に関する基礎的な講義と、それを踏まえて具体的
な事例検討をグループワークで行う授業を必修科目として提

科学、政策、社会還元のエコシステムを
目指して
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供しています。特にグループワークでは意識的に文理融合に
なるよう構成しています。異なるバックグラウンドの学生が
共通テーマに取り組むことで、高校時代は意思疎通に困らな
かった学生が、大学で各ディシプリンの教育を受けたことで
かえって円滑に意思疎通できない状況に陥うることや、だか
らこそ、物事を多面的に捉えるため率直な意見交換や多様な
見方や分析手法が重要になることを体験できるからです。ま
た近年は、受講者における留学生の比率が増えてきているた
め、異文化コミュニケーションの難しさも同時に体験できる
というメリットもあります。このような経験は今後社会に出
てから直面する機会が増加していくと見込まれることから、
学生時代に経験しておく意義は益々高まっています。こうし
た経験を通じて科学技術や社会が包摂する多様性に関する理
解と問題解決に向けた柔軟な思考を兼ね備えた人材が一人で
も多く世の中に出ていくサポートをできることを、とてもう
れしく思っています。

東京大学公共政策大学院特任講師
（東京大学　政策ビジョン研究センター　兼務）

松尾 真紀子（まつお まきこ）
東京大学大学院　新領域創成科学研究科修了後（2005年9月、国際協
力学修士）、東京大学大学院法学政治学研究科産官学連携研究員、東京大
学公共政策大学院特任研究員、東京大学政策ビジョン研究センター特任
研究員、特任助教等を経て2016年より現職。博士（2016年3月、国
際協力学）。
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2016年度よりSciREX事業では、9つの重点課題を
設け、9つの研究プロジェクトを実施しています。本
号では、「イノベーション創出に向けた産学官連携：
知識マネジメントと制度設計」に関する研究プロジェ
クトをご紹介します。

イノベーション創出のプラットフォームとしてのこれからの
大学の役割と課題

将来的にサイエンス起点、データ起点型のイノベーション
が社会に大きな影響を与えていくことが確実な中、大学がイ
ノベーション創出の基盤として果たす役割はますます高まる
と考えられます。産業界や官公庁、市民と連携した科学・技
術の研究がさらに増えることを考えると、大学は研究活動の
場としてだけでなく、これからの産業の重要な資源と考えら
れているデータが集まる場所としても注目されていくことが
予想されます。

しかし、データを大学に集約していくという動きには課題
が残されています。大学が産業界や官公庁、市民といった目
的の異なるセクターと協働することは、それぞれのセクター
との利害調整の負担や思わぬ弊害をもたらす可能性があるか
らです。

いま大学が直面している課題
いくつか弊害を具体的に見ていきましょう。大学と産業界

が連携する中では、成果やデータをいつ公開するのか、成果
やデータを誰が利用できるようにするのかについて考えが合
致せず、そもそもの連携がうまく進まないことや、連携の成

果が社会で生かされない結果を招く可能性があります。しか
も、産業界とうまく連携ができたとしても、産業界の影響を
受けて研究成果を歪めているのではないかという疑念や、特
定の企業に利益を与えているのではないかとの疑念を社会に
生じさせる可能性が出てきます。データを幅広く利用できる
ようにすることも、開かれた研究活動を実現するという効果
的な側面があるのですが、データの取扱についてデータの提
供元に不安を抱かせることになると、大学にデータが集まら
なくなる可能性が出てきます。

異なるセクターとの連携の中で、大学の研究に対する社会
的な信頼を損なう恐れがあることは避けられません。ですの
で、これらのリスク適切に管理する必要性が生じています。
多くの大学が試行錯誤を繰り返しているところですが、特に
社会からの受け止め方は状況に応じて変わってくることか
ら、最適な解は見つかっていないのが実情です。 悩ましい
のは、リスクを避けようとするほど、革新的な取組が難しく
なってしまう点です。大学がイノベーション創出の基盤とし
て社会の期待に応えるためには、最適なリスクのマネジメン
ト体制が必要です。

課題解決に向けた学際アプローチ：公共政策学×リスクマネ
ジメント論×経営学
このプロジェクトには、政策研究大学院大学、大阪大学、
京都大学、九州大学が参画し、次の3つの学際的な視点で取
り組んでいます。

■ 公共政策学の観点：大学の社会における位置づけに影響
を与える国際的な事例を収集し、大学が社会に果たす役
割を最大化するための制度・政策のあり方を検討してい
ます
■リスクマネジメント論の観点：産学共同研究及びオープ
ンデータのリスクの種類とその影響、発生確率の可視化
を目指しています

■経営学：セクター間の利害調整の成功要因・失敗要因を
これまでの研究蓄積に基づいて考察し、利害調整を円滑
に行う組織体制・運用のあり方を検討しています

たとえば、平成 28年度には京都大学と共同して医学分野

イノベーション創出に向けた産学官連携：
知識マネジメントと制度設計

SciREX　拠点間連携プロジェクト4

21



vol.08, March. 2018

を中心とした産学連携のマネジメント体制についてワーク
ショップを開催し、大学として望ましい体制についての議論
を深めました。

これまでの成果とこれからの取組
2015 年度はフィージビリティ調査として、利益相反のマ
ネジメントの状況について国内外の大学を調査し、何が主要
なリスクであるかの洗い出しを行うとともに、オープンデー
タの実施に伴う課題の検討を行いました。また、併せて産学
連携のマネジメント組織体制のあり方についても議論の整理
を行いました。平成 28年度はデータの取扱や位置づけにつ
いて海外の大学の動向を調査し、そのマネジメント体制につ
いての示唆を得ました。今年度（2017年度）は、産学連携
やデータ共有に対する市民からの受け止め方に影響を与える
要因の定量的な把握等を行っています。

今後はリスクマネジメントの観点からだけでなく、グロー
バル化し、かつデータ起点型の社会となる中で大学がより社
会からの期待に応えるためには何をするべきかなど、未来社
会での大学の役割について検討を進めて行きます。

プロジェクトのコンタクト先：t-koba@tmi.t.u-tokyo.ac.jp（吉岡（小

林））

SciREX　拠点間連携プロジェクト4
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